
 

 

 

地域自治組織等実態調査結果 

（平成 26年 10月実施） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年 4月 

 

紫波町経営支援部企画課 
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人口減少問題、少子高齢化社会の進行、東日本大震災発災をきっかけとした「つながり」の再構築など、地域

にはさまざまな変化がみられます。 

さまざまな社会変化がみられる中で、地域のコミュニティのため重要な役割を果たしている自治公民館等の地

域自治組織の実態と課題を把握するため、自治組織等実態調査を実施しました。その結果をお知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



40歳代 

1% 

50歳代 

9% 

60歳代 

62% 

70歳代 

26% 

80歳以上 

1% 

不明 

1% 
回答者の年齢 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代 

80歳以上 

不明 

自治公民館長 

68% 

町内会長 

7% 

自治会長 

4% 

行政区長 

10% 

その他 

11% 

回答者の役職 

自治公民館長 
町内会長 
自治会長 
行政区長 
その他 

平成 26年度地域自治組織等実態調査結果 

１．調査期間 平成 26年 10月～11月 

            返信締切 10月 31日 

            督促 2回（電話 1回、督促通知 1回） 最終回収 11月 26日） 

            その後、不明箇所等ヒアリング 

２．対  象 自治公民館長 109人  自治会長 2人 

３．回  収 106件（回収率 95.5％） 

            回答なし・・・5地区 

 

■回答者について 

      

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《現状》 

 回答者（主に自治公民館長、自治会長）の年齢層は 60歳代が 62％と過半数を占めている。 

60歳代、70歳代合わせると全体の約 90％を占める。一方で 40歳代、50歳代の就労世代は合 

わせて 10％と、割合が低い。また、回答者 106名のうち 23％にあたる 24名が、自治組織の代 

表のほかに地域においてなんらかの役職に就いていることがわかった。 

    回答者は全員男性であった。 



公民館 

74% 

町内会 

15% 

自治会 

8% 

その他 

3% 

自治組織の名称 

公民館 

町内会 

自治会 

その他 

規約あり 

76% 

規約なし 

18% 

不明 

6% 
規約の有無（全体） 

規約あり 

規約なし 

不明 

26 

28 

18 

2 

5 

2 

15 

4 

3 

2 

1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

規約の有無（規模別） 

有 

なし 

不明 

（組織数） 

38 

34 

19 

2 

5 

2 

1 3 2 

70% 80% 90% 100%

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

総会の開催（規模別） 

毎年定期開催 

不定期開催 

その他 

未記入 

（組織数） 

■自治組織の名称について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自治組織の規約について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《現状》 

  全体の約 3/4の自治組織に規約がある。 

  比較的、規模の小さい自治組織の中に、規約がない自治組織は、いくつかみられる。 

 

■自治組織の総会について 

 

 《現状》 

  ほとんどの自治組織が、毎年定期総会を開催している。 

毎年定期

開催 

94% 

不定期開

催 

1% 

その他 

3% 未記入 

2% 

総会の開催（全体） 

毎年定期開催 

不定期開催 

その他 

未記入 



会費なし 

1% 
2,000円未満 

2% 

2,000円以上

5,000円未満 

31% 
5,000円以上

10,000円未満 

42% 

10,000円以

上 

24% 

一世帯あたりの年会費（全体） 

不明 

会費なし 

2,000円未満 

2,000円以上5,000円未満 

5,000円以上10,000円未満 

10,000円以上 

1 

1 

1 

13 

6 

8 

1 

2 

2 

12 

19 

10 

1 

2 

18 

9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

一世帯あたりの年会費（規模別） 

会費なし 

2,000円未満 

2,000円以上5,000円未満 

5,000円以上10,000円未満 

10,000円以上 

（組織数） 

■会費について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《現状》 

会費に関しては最高額 24,000円、徴収していない自治組織もあった。平均 7,220円であった。「5000円以上

10000円未満」が最も多く 42％、続いて「2000円以上 5000円未満」が 31％であった。 

公民館単独 の会費ではなく、町内会費や農家組合としての費用も含めて回答されているものも多い。農家

世帯と非農家世帯で会費に差をつけているところもある。 

また、小さい規模の自治組織の会費が高い傾向がみられる。構成世帯数が少ないため、一世帯にかかる負担

が大きくなっていると思われる。 
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3 

12 
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11 
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9 
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2 

1 
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1 

2 

1 

3 

1 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日詰 

古館 

水分 

志和 

赤石 

彦部 

佐比内 

赤沢 

長岡 

自治組織の規模（構成世帯数） 

50世帯以下 

51～100世帯 

101～200世帯 

201～300世帯 

301～500世帯 

501以上 

（世帯数） 

■加入世帯数について 

 

《現状》 

 世帯数に関しては最大が 740世帯、最小が 8世帯であった。「50世帯以下」が 41％と最も多く、「51～100世帯」

の組織が 31％と続いた．一自治組織あたりの平均世帯数は 94世帯である。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地区別の構成世帯数をみると、地域によって、自治組織の規模に大きな違いがみられることがわかる。地区別

の構成世帯数をみると川東と川西は、ほとんどの自治組織が 100世帯以下で構成されている。また、古館地区は

すべてが 201世帯以上となっている。 

 

 

 

 

 

 

50以下 

41% 

51～100 

31% 

101～200 

18% 

201～300 

4% 

301～500 

4% 

501以上 

2% 

加入世帯数 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 



■加入率について 

 

《現状》 

全国的には、自治組織への加入率の低下が問題となっているが、紫波町においては、9 割近くの自治組織にお

いて、加入率が 90％以上にのぼることがわかる。 

 住民に自治組織への加入を働きかけたことがあるかを質問したところ、「働きかけたことが無い」との回答が

67％と過半数を占めた。しかし自治組織の代表者は数年単位で変わるということもあり、過去の代表者が働きか

けをした可能性がある、というコメントも見られた。 

 加入の働きかけをしたことがある方に限定して質問を行った結果である。 

 働きかけの結果、「全部が加入した」との回答が 31％、「わずかしか加入しなかった」との回答が 23％と続い

た。また、アパート住民に対する働きかけは、管理会社や家主へも働きかけるなどして、加入促進をはかってい

る回答もあった。 

 

■地域の特徴について 

 

《現状》 

 構成世帯数の多い少ないに関係なく、ほとんどの地区で高齢者がいる世帯が多いこと、一戸建て住宅が多いと

している。 

全世帯加入, 

67 

90％以上, 28 

70％以上90％

未満, 6 

50％以上70％

未満, 2 
30％以上50％

未満, 2 把握していな

い, 1 

加入率（全体） 

全世帯加入 

90％以上 

70％以上90％未満 

50％以上70％未満 

30％以上50％未満 

把握していない 

（世帯数） 

8 

78 

6 

4 

8 

1 

63 

16 

9 

14 

35 

8 

3 

26 

30 

3 

29 

45 

14 

12 

3 

37 

4 

41 

3 

61 

71 

2 

15 

12 

16 

19 

15 

19 

12 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新しく転居してきた住民が多い 

一戸建て住宅が多い 

人口が増加している 

住みやすくなってきている 

アパートなどが多い 

飲食店や小売店が多い 

高齢者のいる世帯が多い 

地域の特徴（全体） 

とてもあてはまる 

ある程度あてはまる 

あまりあてはまらない 

まったくあてはまらない 

未回答 



 

 

 

 

0 10 20 30

50以下 

101～200 

301～500 

新しく転居してきた住民が多い地区である 

（規模別） 

当てはまる 

やや当てはまる 

あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 

0 10 20 30 40

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

一戸建てが多い地区である（規模別） 

当てはまる 

やや当てはまる 

あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 

0 5 10 15 20

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

住みやすくなってきている（規模別） 

当てはまる 

やや当てはまる 

あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 

0 10 20 30 40

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

集合住宅が多い地区である（規模別） 

当てはまる 

やや当てはまる 

あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 

 規模の小さい自治組織において、

「住みやすくなっている」が、当て

はまらないと感じている傾向がみ

られる。 



 

 

 

 

■施設について 

 
《現状》 

活動拠点となる施設を持たない自治組織は全体の 14％である。さらに、施設を持たない 15 組織の内訳を見る

と日詰地区 9組織、古館地区 1組織、志和地区１組織、赤石地区 4組織となっており、日詰地区に集中している

ことがわかる。また、古館地区は、複数の地域（行政区）で施設を共有しており、世帯数が多いため、実際には

自治公民館単位ではできない活動もあり、自治公民館の範囲内にあるさらに小さい単位の集会所単位での活動も

みられる。 

施設がない自治組織では、中央公民館や情報交流館、志和八幡崇敬者会館、地区内の集会所などを活用してい

る。 

 

 

 

 

0 10 20 30 40

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

飲食店が多い地区である（規模別） 

当てはまる 

やや当てはまる 

あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 

0 10 20 30 40

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

高齢者が多い地区である（規模別） 

当てはまる 

やや当てはまる 

あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 

ある 

86% 

所有ではない

施設 

7% 

ない 

7% 

施設の有無 

ある 

所有ではない施設 

ない 
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5 

2 

1 

1 

2 

3 

1 

1 

3 16 

20 

12 

1 

3 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

役員の選出方法（規模別） 

輪番 

互選 

指名 

昇格 

推薦 

役員間での互

選, 4 

役員会や選考

委員会による

推薦, 54 
前代表者の指

名, 5 

輪番制, 18 

抽選, 3 

副代表な

どが昇

格, 3 
その他, 19 

代表者の選出方法（全体） 

役員間での互選 

役員会や選考委員会による推薦 

前代表者の指名 

輪番制 

抽選 

副代表などが昇格 

その他 

 

■役員について 

 

 《現状》 

 全体の役員数をみると、6人以上 15人の自治組織が全体の 60％である。自治組織の規模別にみると、200世帯

以下の組織では平均役員数は 10人、201～300世帯の組織では 15人、301世帯以上になると役員数はだいたい 20

人である。 

 平均的な主な役員は、会長、副会長、会計、監事、班長であるが、その他に、交通安全や消防といった町から

行政区ごとに割り当てられる役員も数字に含んでいる自治組織もある。 

 最も規模が小さい組織では、構成世帯数 8世帯で役員は 4人である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1～5人 

20% 

6～10人 

25% 
11～15人 

35% 

16～20人 

7% 

21人以上 

5% 

未回答 

8% 
役員の人数（全体） 

1～5人 

6～10人 

11～15人 

16～20人 

21人以上 

未回答 

自治組織の規模 

（構成世帯数） 
平均役員数 

50以下 9.3 

51～100 10 

101～200 10 

201～300 15 

301～500 21 

501以上 22 



 

《現状》 

 選定方法についてみると、全体の約半数の自治組織が推薦により選出している。規模の小さい自治組織では、

輪番制により選出しているところも多い。小さい組織では、適任者となると限られていて、いつも同じ人が役員

になること、またそのことにより役員以外の人が活動にかかわらない傾向があるため、あえて輪番制を採用して

いるといった実情もある。 

 

 

 
 

《現状》 

 役員の職業は、農林業、自営業、無職などが半分以上を占めている。年齢は 60歳代と 70歳代で半分以上を占

めている。50歳代の役員が就いている役職は、代表職以外の職がほとんどである。 

 

 

 

 

 

 

農林業 

30% 

自営業・自由業 

11% 

企業の会社員 

24% 

公務員や団

体職員 

11% 

パート・アル

バイトなど 

7% 

無職 

16% 

その他 

1% 

役員の職業 

農林業 

自営業・自由業 

企業の会社員 

公務員や団体職員 

パート・アルバイトなど 

無職 

その他 

４０歳代 

8% 

５０歳代 

28% 

６０歳代 

46% 

７０歳代 

18% 

役員の年齢 

３０歳代 

４０歳代 

５０歳代 

６０歳代 

７０歳代 



 

■役員手当について 

 

自治組織の規模別の役員手当の実態について 

 

 

 

70 

36 

42 

43 

21 

63 

35 

8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

あり 

なし 

未記入 

役員手当（全体） 

代表者手当 副代表者手当 会計手当 （組織数） 

23 

27 

14 

1 

4 

1 

21 

7 

5 

1 

1 

1 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

代表者手当（規模別） 

あり なし 
（組織

数） 

13 

14 

10 

1 

3 

1 

20 

13 

6 

1 

2 

1 

11 

7 

3 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

副代表手当（規模別） 

あり なし 未記入 （組織数） 

21 

22 

14 

1 

4 

1 

19 

10 

3 

1 

1 

1 

4 

2 

2 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

会計手当（規模別） 

あり なし 未記入 

（組織数） 



 

 

《現状》 

 全体をみると、代表者に対する手当は約 7割の自治組織において、会計手当は 6割の自治組織において支給し

ていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

7 

4 

2 

29 

23 

12 

2 

3 

2 

8 

4 

3 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

監査手当（規模別） 

あり なし 未記入 

（組織数） 

12 

9 

5 

1 

18 

21 

11 

2 

3 

1 1 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

班長手当（規模別） 

あり なし 未記入 

（組織数） 



■活動について 

 

《現状》 

 自治組織における各活動の状況を「とても活発」「ある程度活発」を合計した順位でみると、環境活動、親睦・

祭事、福祉活動の順であった。 

 自治組織の規模別に活動内容をみると下記のような結果である。 

 

 

34 

19 

26 

6 

18 

35 

5 

8 

34 

9 

14 

55 

62 

52 

53 

49 

58 

47 

54 

49 

15 

65 

10 

10 

7 

19 

28 

9 

41 

34 

13 

27 

19 

5 

9 

10 

18 

7 

1 

6 

3 

4 

47 

4 

2 

6 

11 

10 

4 

3 

7 

7 

6 

8 

4 

親睦・祭事 

子ども会 

老人会 

婦人会 

スポーツ 

環境 

防火・防災 

防犯・交通安全 

福祉 

伝統芸能 

連絡・情報伝達 

活動の活発さ（全体） 

とても活発である ある程度活発である あまり活発でない まったく活発ではない 未回答 

41  

24  

26  

100  

20  

48  

56  

47  

80  

100  

9  

12  

11  

2  

6  

11  

3  

5  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

親睦・祭事（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

7  

12  

42  

100  

40  

55  

74  

42  

60  

100  

11  

9  

11  

14  

6  

5  

14  5 0以下  

5 1～…  

1 0 1～…  

2 0 1～…  

3 0 1～…  

5 0 1…  

子ども会（規模別） 

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 



 

 

 

 

18  

18  

42  

50  

40  

50  

55  

56  

26  

50  

60  

7  

6  

11  

5  

15  

11  

50  

16  

6  

11  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

老人会（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

5  

6  

11  

59  

41  

32  

50  

80  

100  

18  

18  

16  

50  

20  

9  

29  

21  

9  

6  

21  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

婦人会（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

14  

12  

21  

100  

20  

50  

39  

50  

53  

80  

50  

34  

26  

21  

7  

9  

5  

7  

3  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

スポーツ（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

32  

26  

42  

100  

40  

50  

62  

53  

60  

100  

11  

9  

5  

3  

7  50以下 

51～… 

101～… 

201～… 

301～… 

501… 

環境（規模別） 

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 



34  

12  

42  

100  

60  

100  

39  

68  

37  

40  

16  

15  

5  

2  

3  

11  

9  

3  

5  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

福祉（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

5  

9  

16  

50  

16  

12  

100  

40  

23  

26  

32  

40  

48  

50  

37  

20  

50  

9  

3  

16  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

伝統芸能（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5  

11  

20  

39  

38  

58  

50  

60  

100  

39  

50  

26  

50  

7  

9  

20  

11  

3  

5  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

防火・防災（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

7  

3  

11  

50  

20  

36  

62  

63  

50  

60  

50  

43  

29  

21  

50  

2  

3  

20  

11  

3  

5  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

防犯・交通安全（規模別）  

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 



14  

6  

21  

50  

20  

66  

68  

47  

50  

60  

11  

21  

26  

20  

50  

2  

3  

5  

50  

7  

3  

5 0以下  

5 1～1 0 0  

1 0 1～2 0 0  

2 0 1～3 0 0  

3 0 1～5 0 0  

5 0 1以上  

情報伝達（規模別） 

活発である ある程度活発である あまり活発ではない まったく活発ではない 未記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規模別に活発な活動、あまり活発ではない活動の傾向をみると 

自治組織の規模 

（構成世帯数） 

活発な活動ベスト 3 あまり活発ではない活動ベスト 3 

50 以下 親睦 環境 福祉・老人会 
伝統芸能 

防火・防災、

防犯・交通 
スポーツ 

501～100 環境 子ども会 親睦・福祉 伝統芸能 防火・防災 婦人会 

101～200 環境 子ども会 福祉・親睦・

スポーツ 
伝統芸能 婦人会 

ス ポ ー ツ 、 防

火・防災 

201以上 殆どは活発な方だが、一部あまり活発ではない項目として、伝統芸能、老人会、婦人会の事

業があげられた。婦人会や老人会などの活動の終了を耳にすることもあり、取り組みが縮小

化されている地域もある。 

 

《現状》 

組織の規模に関係なく、環境、親睦など、生活に密着した活動は比較的活発である。その中にあって、親睦

を図る活動がまったく活発ではない自治組織が 5つあった。そのうちの 4つが新興住宅地にある自治組織であ

り、活動の拠点となる施設がない地区である。 

また、あまり活発ではない活動として、伝統芸能があげられた。この回答については、伝統芸能がある地区

が限られていることによるものである。その他、規模が小さい自治組織では、防災、交通安全、スポーツなど

を活発に取り組めていない活動としてあげている。防災やスポーツは、小さい自治組織単体では、活動自体が

難しいといった意見が聞かれた。また、規模が小さい組織では、回答が未記入のものも多かった。ヒアリング

によると、もともと活動していない項目については活発とも活発でもないとも言えない、その自治組織の活動

の中に、その活動に対して自治活動としての概念がないという理由によるものが多かった。 

また、活動への参加状況を問う質問に対して、参加者は概ね固定されているとの回答が半数以上であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■その他の活動事例 

公民館名 自由記入内容 

日詰 3区むつみ会館 町内会報の発行（年 2回程度） 

日詰 11区あさひ会館 
環境美化・資源ゴミ回収はまちピカ隊プログラム。見守り支援隊

（高齢者および体の不自由な方、一人暮らしの方の見守り） 

上町自治公民館 
上町かだる会（平成 24年 4月発足）。上町地区の 60歳以上を対

象に、楽しみながら地域のためになる活動をしている。 

古館 13区町内会 

町内会主催の夏祭り。活動助成金を支出して会員相互の融和活動

を推進している。町内会の活動状況を情報誌に掲載し、毎月回覧。

ウォーキング会では役場と連携し健康チェックを実施。 

志和町公民館 教養講座の開催(年 1,2回) 

八幡公民館 部落研修旅行（日帰り） 

稲藤公民館 登下校のスクールガード 

牡丹野公民館 
夏祭り（今年で 16回開催）、滝名川草刈（年 3回）、県道草刈

（年 1回） 

上久保公民館 子供会の夏祭り 

桜町南通公民館 農家組合 

日詰駅前コミュニティセンター 子ども夏祭り（8月）、夢灯り（1月） 

箱清水公民館 古代ハスまつり 

京田公民館 
農林水産省補助事業である多面的機能支払制度に取り組み。「京

田地域環境資源を守る」として全住民参加の元に活動している 

大地町公民館 平成 27年度大地町公民館建設 20周年記念事業を計画している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■困っていること 

 

《現状》 

 組織の規模に関わらず、困っていることとして、役員のなり手不足をあげる組織が全体の 94％を占める。人口

減少、活動内容の形骸化が続く。 

 

 

 

 

 

41 

39 

9 

15 

9 

11 

36 

55 

61 

32 

10 

62 

16 

4 

26 

40 

29 

18 

4 

3 

2 

11 

51 

6 

9 

5 

8 

8 

7 

9 

地域の人口が減少している 

役員のなり手がいない 

地域活動への関心が低下している 

活動の資金が不足している 

集会施設が不十分である 

活動内容が形骸化している 

地域で困っていること（全体） 

とてもあてはまる ある程度あてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない 未回答 

（組織数） 

27 

12 

2 

10 

13 

8 

2 

2 

1 

4 

4 

6 

1 

1 

2 

2 

3 

3 

1 

2 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

人口減少（規模別） 
当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 未記入 

15 

11 

9 

1 

2 

1 

22 

20 

8 

1 

3 

1 

2 

2 

2 

1 

3 

1 

1 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

役員のなり手不足（規模別） 
当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 未記入 



 

 

 

 

 

 

1 

4 

2 

1 

1 

24 

20 

11 

1 

3 

2 

13 

8 

4 

1 

2 4 

2 

2 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

関心低下（規模別） 
当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 未記入 

8 

4 

4 

15 

8 

5 

2 

2 

14 

15 

6 

3 

2 

4 

4 

2 

3 

3 

2 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

資金不足（規模別） 

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 未記入 

5 

2 

1 

1 

2 

5 

2 

1 

10 

12 

5 

2 

24 

13 

9 

2 

2 

1 

3 

2 

2 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

施設が不十分（規模別） 
当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 未記入 

3 

3 

5 

1 

25 

20 

11 

1 

3 

2 

9 

7 

1 

3 

1 

1 

1 

4 

3 

1 

1 

50以下 

51～100 

101～200 

201～300 

301～500 

501以上 

活動の形骸化（規模別） 
当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 

まったく当てはまらない 未記入 



《現状》 

  関心低下に関する設問の回答について、全体的に低下の傾向が見える中、規模の小さい組織の方が、当ては

まらないと回答する割合が高かった。活動の形骸化についても同様の傾向が見られた。規模が小さい組織は、

小さいながら、必要とされる活動を展開している、というか小さいからこそ無駄のない必要な活動を実施して

いるとも受け取れる。 

  

■地域課題について 

 主な課題は次のとおりである。 

①施設に関する課題 

 老朽化、狭い、土地や建物を自治組織で確保できない、維持できない 

 資金不足、高齢者が増えたので、施設のバリアフリー化が必要 

②少子高齢化・役員のなり手不足 

 役職が多すぎる、役員になる人がいない、行事参加者減、高齢化により婦人会組織を解体した、合併も検

討せざるを得ない 

③防災 

 保健センター跡地に日詰公民館を移設してほしい、水害対策が進んでいない、高齢者がひきこもりがち、

高齢者や身障者が多く避難所へ連れて行く方法がない、災害時不安、自主防災組織を立ち上げてもその先

の町との関わりが見えてこない、自治公民館の連合組織を立ち上げようと思ったが断念 

④体制 

 町内会・自治会と行政区の関係をはっきりしてほしい、集落に対する活動補助金が必要、公民館活動の形

骸化 

⑤その他 

 空き家対策、一体感の希薄化、住民モラルの低下 

 

■課題解決策・運営方針等について 

 地域の課題を共有する場、相談する場、仕組みがないため、自治公民館長が一人で課題を抱え、どうにもでき

ずに任期を迎えるといった現実がある。地区公民館を頼りにしている地区も見られる。また、代表者が、直接

行政の担当に相談するといった地区もあった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


